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地方独立行政法人大牟田市立病院平成２６年度年度計画  

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標

を達成するためにとる措置 

１ 良質で高度な医療の提供 

(1)  患者本位の医療の実践（重点） 

① インフォームド・コンセント（説明と同意）の徹底  

・個々の患者自ら受ける医療の内容を納得し、治療法を選択できるよ

うに、必要に応じ、看護師等の同席によるインフォームド・コンセ

ントの徹底に努める。 

② チーム医療の推進 

・緩和ケアチーム、感染対策チーム、褥瘡対策チーム及び栄養サポー

トチーム医療の推進を図り、患者の生活の質の向上、疾病の治癒促

進及び感染症等の合併症予防等を実施する。  

③ 接遇の向上 

・患者満足度調査結果や病院モニターからの意見を踏まえ、実践的な

接遇研修等を行い接遇の向上を図る。  

 

目標値 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度目標値  

新規入院患者数 ７，１６６人  ７，１００人  

 

関連指標 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度計画  

紹介状持参患者数 ９，８６３人  １１，０００人  

入院患者満足度調査（診察面） ７８．８点  ８０．０点  
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入院患者満足度調査（接遇面） ７８．２点  ８０．０点  

※関連指標について 

中期目標で示されている各項目に関連する取組みや指標について掲げ

ている。以下同じ。 

 

(2)  安心安全な医療の提供 

① 医療安全対策の充実 

・医療安全管理委員会の活動のさらなる充実を図るとともに、ＭＳＭ

（Medical Safety Management）委員会を定期的に開催し、医療安全

に関する情報の収集及び分析を行い、的確な医療安全対策を実施す

る。  

・平成２４年度から開始した医療安全対策３ヵ年計画の３ヵ年目とし

て、各部門自らで問題を解決し院内に情報発信することにより、安

全対策のさらなる充実に繋げる。  

・医療安全月間の推進の他、年２回の全職員を対象とした医療安全に

関する研修会の開催、職種や経験年数などに応じた研修の実施等に

より、医療安全に対する意識啓発の強化に努める。  

・医療上のトラブルを未然に防止するため、医療メディエーターの養

成を行う。   

② 院内感染対策の充実  

・病院感染対策委員会を毎月定期的に開催し、感染対策チームが院内

ラウンドやサーベイランス（感染管理活動）を実践することで院内

感染防止対策を充実させる。感染症の発生、もしくは感染症の拡大

が予想される際には迅速に臨時会議を行い、具体的な感染防止対策

を徹底する。  

・有明地区感染管理ネットワークに積極的に参加し、地域における感

染情報等の分析を行い感染防止に努める。  

・感染対策に関する年２回の研修会の開催に加え、職種や経験年数に

応じた研修や院内に勤務する委託業者への研修も積極的に行い、病

院全体での感染予防及び感染防止に取り組む。   
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目標値 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度目標値  

院内研修会の開催 

（医療安全に関するもの） 
１０回  １２回  

 

(3) 高度で専門的な医療の提供 

① 高度で専門的な医療の充実 

・最新の治療に必要な医療機器の導入により、質の高い検査の充実や

手術及び治療の質の向上を図り、高度で専門的な医療を提供する。  

・医療スタッフの専門資格取得を促進し、最新の治療技術を導入する

など先進医療に積極的に取り組む。  

・内視鏡治療の充実を図るための増改築工事を実施し、平成２６年度

末を目途に内視鏡センターを整備する。  

② 臨床研究及び治験の推進 

・臨床研究及び治験を推進するため、必要な専門職の採用を行う。  

・新しい治療方法等の医療に関する情報発信を行う。  

 

関連指標 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度計画 

手術件数（手術室施行分） ２，４５６件  ２，５００件  

内視鏡治療件数 ２９５件  ２７５件  

血管造影治療件数（頭部） ３５件  ４５件 

血管造影治療件数（腹部） １３２件  １３０件  

 

(4) 快適な医療環境の提供 

・患者満足度調査結果や病院モニター制度等の活用により、第三者に
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よる施設・環境面に関する意見の聴取等を行い患者アメニティ（患

者療養環境）の改善に取り組む。 

 

関連指標 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度計画  

入院患者満足度調査 

（院内施設面） 
７２．３点  ７５．０点  

入院患者満足度調査 

（病室環境面） 
７２．４点  ７５．０点  

 

(5)  法令遵守 

① 関係法令・行動規範等の遵守 

・関係法令及び当法人の「役員及び職員倫理規程」の遵守を徹底する

とともに、倫理研修会の定期的な開催を通じて、職員に対する教育

を継続的に行い、職員倫理及び臨床倫理に関する倫理意識の醸成を

図る。 

② 診療情報等の適正管理 

・診療録等の個人の診療情報については、適正に管理するとともに、

大牟田市個人情報保護条例（平成１４年大牟田市条例第２２号）及

び診療録管理規程に基づき、患者及びその家族等への情報開示を適

切に行う。  

・その他の個人情報保護及び情報公開については、大牟田市個人情報

保護条例及び大牟田市情報公開条例（平成１５年大牟田市条例第３

７号）に基づき、適切に対応する。 

 

２ 診療機能を充実する取組 

(1) がん診療の取組（重点） 

・がん診療については、手術、放射線治療、化学療法薬や分子標的薬

を用いた薬物療法を効果的に組み合わせた集学的治療を行う。  

・より体に及ぼす負担や影響が少ない治療（内視鏡治療・ラジオ波焼

灼術、腹腔鏡下手術等）に積極的に取り組む。  
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・がん診療に係るチーム医療の充実を図り、併せて「緩和ケアセンタ

ー」の体制整備を検討する。 

・ＣＰＣ（臨床病理カンファランス）、ＣＣＣ（臨床がんカンファラ

ンス）、緩和ケア研修会の開催により、地域の医療従事者への研修

を継続する。 

・がんに関する市民公開講座を開催し、住民に対する普及啓発活動に

取り組む。  

・筑後地区の４つのがん拠点病院が共同で行うがんサロンの充実を図

るとともに、定期的に地元での開催も実施する。  

・「地域がん診療連携拠点病院」としての機能向上を図るため、常勤

の放射線治療医及び放射線読影医の確保に努める。また、専門的な

知識及び技能を有する専従又は専任の医療職の配置について計画的

な体制強化に取り組む。 

・がん地域連携パス（地域連携治療計画）に関しては、福岡県統一パ

スの進捗状況に合わせ、連携先医療機関との協議を行いながらパス

の運用を推進する。 

 

関連指標 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度計画  

がん手術件数 

（前掲の手術件数の内数） 
４９５件  ５００件  

放射線治療数 ５，０７６件  ３，０００件  

化学療法件数 ２，０４８件  ２，１００件  

 

(2)  救急医療の取組（重点） 

・各診療科間での救急受入患者に関する情報共有を密にし、「断らな

い救急医療」を推進する。 
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・救急受入体制の強化を図るため、救急専門医や虚血性心疾患に対応

できる医師の確保に努めるとともに、救急科専任医師の配置や救急

看護認定看護師の資格取得を目指す職員への支援を行う。  

・救急救命士の気管挿管実習や再教育の受入れを行うとともに、救急

隊との症例検討会を行う。 

・ＩＣＬＳ（心停止蘇生トレーニング）研修を開催する。  

 

目標値 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度目標値  

救急車搬送からの入院患者数 １，１５８人  １，２００人  

 

関連指標 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度計画  

救急車搬送患者数 １，７２２人  １，８００人 

 

(3) 母子医療の取組 

・産婦人科医、小児科医及び助産師等の協働によりハイリスク分娩に

対応するとともに、セミオープンシステム等の体制を維持し、安心

して子どもを産める環境づくりに努める。  

・助産師が妊娠、分娩、産じょくを通した、きめ細やかなケアに取り

組み、助産師外来を充実させる。 

・地域医師会と共同で行う平日夜間小児輪番制事業の継続に貢献する。  

・他の医療機関からの紹介患者や入院治療が必要な小児患者を中心に

受け入れる。 
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関連指標 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度計画  

小児新規入院患者数 ９３５人  ９００人  

ハイリスク分娩件数 ８１件  ６０件  

 

(4) 災害等への対応 

・「災害拠点病院」としての機能強化を図るとともに、市、関係機関

及び関係団体等と連携し対応する。  

・新型インフルエンザ等の大規模感染症の流行に備え、初期対応が可

能な施設整備に着手する。 

・福岡県からのＤＭＡＴチーム（災害派遣医療チーム）の派遣要請に

おいては、速やかに災害地への派遣を行い医療救護活動に努める。  

・福岡県ＤＭＡＴ訓練等へ積極的に参加し、専門性の維持・向上を図

るとともに、ＤＭＡＴチームの充実強化に取り組む。  

 

３ 地域医療連携の推進と地域医療への貢献 

(1)  地域医療連携の推進（重点） 

・有明保健医療圏における地域医療支援病院として、地域の医療機関

との交流拡大、連携体制の整備を進め、他の医療機関からの紹介患

者数の比率（紹介率）６０パーセント以上、他の医療機関への紹介

患者数の比率（逆紹介率）７０パーセント以上を達成する。  

・かかりつけ医からの紹介患者に対する医療提供の状況については、

紹介元医療機関へ適宜情報提供を行うことにより、地域医療の連携

強化を図る。 

・連携パスの運用や地域医療連携システムの利用促進により、地域の

医療機関と診療情報共有の推進を図り、切れ目のない医療連携を行

う。 

・地域の医療機関との連携のみならず介護施設等との連携を強化し、

入院患者への退院時支援の強化を図る。  
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・患者の状態に応じ適切な紹介先医療機関を選択するために、既存の

医療機関データベースの充実を図る。  

 

目標値 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度目標値 

紹介率 ６１．０％  ６０．０％  

逆紹介率 ７２．３％  ７０．０％  

※平成２６年度目標値は、地域医療支援病院の承認要件の新たな基準に

基づく目標値を設定している。 

 

(2) 地域医療への貢献 

・地域医療従事者への研修会等の充実を図り、地域と一体となって高

度な医療技術と専門知識の向上に努める。  

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとる措置  

１ 人材の確保と育成 

(1) 病院スタッフの確保（重点） 

① 医師、看護師の確保 

・久留米大学医学部、同教育関連病院との計画的な人事交流や研修を

通した連携の強化に取り組む。 

・臨床研修病院として研修プログラムの充実や久留米大学教育関連病

院のサマースクールの実施等により、魅力ある臨床研修病院創りを

目指し臨床研修医の確保及び定着化を図る。  

・看護職員の確保及び定着化を図り、より質の高い看護を提供してい

くための全病棟３人夜勤体制の実施や適切な人員配置等による就労

環境の改善を行うとともに、きめ細やかな教育制度の充実に努める。 

② 多種多様な専門職等の確保 

・チーム医療の推進を図るため、必要に応じた専門職の確保を検討す

る。 
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・安定した病院運営を維持するために、事務職員の優秀な人材の確保

に努める。  

 

(2) 研修及び人材育成の充実 

① 教育・研修制度の充実 

・経営者層、管理職層、監督職層、一般職層と、職務、職責に応じた

階層別の教育研修体系（階層別研修）の下、基礎研修から専門研修

までを含めた実効性のある研修カリキュラムを実施し、職員の知識

及び技能の向上を図る。また、新規採用職員や昇格者などを対象と

した研修を実施し、初任者層の支援の充実を図る。  

・良質で高度な医療を提供するために必要な高度で専門的な知識や技

術の取得を促進するための院内研修会や講習会を積極的に開催する。

また、必要に応じ院外の研修会や講習会にも積極的に職員を派遣し、

資格取得や技能向上の促進を図る。  

② 人材育成の充実 

・専門性の向上を図るため、職員の学会参加や論文発表を推進する。  

・専門医や認定看護師、専門技師を始めとした高度で専門的な資格や

技能の取得に当たっては、授業料等の負担軽減などによる、資格取

得、技能習得の支援を行う。 

③ 事務職員の専門性の向上 

・外部研修の活用や院内勉強会の実施等により、病院運営に必要な専

門知識や経営手法等の習得を支援する。  

④ 教育・研修の場の提供 

・関係団体や医療機関等の実習生等の積極的な受入れ及び体制整備に

努める。 

 

２ 収益の確保と費用の節減 

(1) 収益の確保 

・診療報酬改定等の医療環境の変化及び医療資源の変動に適宜対応し、

適正な医業収益の確保に努める。 

・病床利用率の向上、高度医療機器の稼働率向上に努め、収益の確保

を図る。 
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目標値 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度目標値  

入院単価 ４９，９２０円  ５２，０００円  

病床利用率 ８０．３％  ７８．６％  

新規入院患者数(再掲) ７，１６６人  ７，１００人  

平均在院日数 １２．５日  １２．５日  

外来単価 １１，５７１円  １２，５００円  

 

(2) 費用の節減 

・材料費の購入単価について、適宜見直し経費の節減に努める。  

・医療用材料及び消耗品等の在庫管理を徹底し、使用期限切れとなる

在庫品を減少させ費用の節減を図る。  

・後発医薬品の採用比率を高め費用節減を図る。  

・感染性廃棄物の適正分別を徹底し経費の節減を図る。  

 

目標値 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度目標値  

材料費比率 ※１ １９．４％  １９．８％  

経費比率 ※２ ２０．６％  ２２．３％  

※１ 材料費比率＝材料費／医業収益 

※２ 経費比率＝（経費（医業費用）＋経費（一般管理費））／医業収益  

 

３ 経営管理機能の充実 
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(1) 経営マネジメントの強化 

・病院長及び各部門の長がリーダーシップを発揮し病院の業務を効率

的かつ効果的に運営するため、ＢＳＣ（バランスト・スコアカード）

手法により、組織全体がビジョンを共有したうえで各部門が行動計

画書を作成し目標達成に向けて取り組み、定期的な進ちょく管理を

行うことによるＰＤＣＡサイクルを確立した経営マネジメント体制

の充実を図る。 

 

(2)  継続的な業務改善の実施 

① 柔軟な人員配置及び適正な人事給与制度の維持  

・病院の業績や医療を取り巻く社会情勢の変化に注視し、職員のモチ

ベーションの維持・向上を図りながら、柔軟な人員配置の実現及び

人事給与制度の見直しについての検討を行う。  

② 職場環境の整備 

・執務室や職員休憩室等の整備に着手し、就労環境の向上を図る。  

・次世代育成支援対策行動計画を円滑に推進することにより、ワーク

ライフバランスの充実を図る。 

③ 病院機能の充実 

・病院機能の向上を図るため、平成２５年度に受審した病院機能評価

で指摘を受けた項目を中心に業務改善に取り組む。  

・業務改善委員会を定期的に開催し、患者サービスの向上を図るとと

もに、効率的、効果的な業務運営を行う。  

・病院モニター制度の活用により、第三者による医療や患者サービス

の質に関する意見の聴取等を行い、院内の業務改善に繋げる。  

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

１ 経営基盤の強化 

(1) 健全経営の継続 

・民間的経営手法の導入等の地方独立行政法人制度の特長を最大限発

揮し、引き続き月次決算や原価計算等の経営分析を的確かつ迅速に

行う病院経営により、単年度収支の黒字と経常収支比率１０５％以

上とすることを目指し、良質な医療を提供し続けていくための健全
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経営を継続する。 

 

目標値 

項目 平成２４年度実績  平成２６年度目標値  

経常収支比率 ※３ １１０．８％  １０６．３％ 

実質医業収支比率 ※４ １０２．９％ ９９．５％  

職員給与費比率 ※５ ４８．６％  ４９．９％  

※３ 経常収支比率＝（営業収益＋営業外収益）／（営業費用＋営業外

費用）  

※４ 実質医業収支比率＝医業収益／（医業費用＋一般管理費）  

※５ 職員給与費比率＝（給与費（医業費用）＋給与費（一般管理費））

／医業収益  

 

第４ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算（平成２６年度） 

（単位  百万円） 

区 分 金 額 

収入  

営業収益 ７，８７７  

医業収益 ７，２７６  

運営費負担金 ５７９  

その他営業収益 ２２  

営業外収益 ２１９  

運営費負担金 １６４  

その他営業外収益 ５５  

臨時利益 １５  

資本収入 ５３７  

運営費負担金 ２ 
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長期借入金  ５３５  

その他資本収入 ０ 

その他の収入 ０ 

計 ８，６４８ 

支出  

営業費用 ６，７２８  

医業費用 ６，５７７  

給与費 ３，４９０  

材料費 １，５５５  

経費 １，４９６  

研究研修費  ３６  

一般管理費  １５１  

営業外費用 ２４３ 

臨時損失 ０ 

資本支出 １，５１３  

建設改良費  ７９８  

償還金 ６８２  

その他の資本支出 ３２  

その他の支出 ０ 

計 ８，４８３  

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  

［人件費の見積り］ 

総額３，６２３百万円を支出する。この額は、法人の役職員に係る報

酬、基本給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相当するものであ

る。 

 

２ 収支計画（平成２６年度） 

（単位  百万円）  

区 分 金 額 

収益の部 ８，０９８  

営業収益 ７，８６８  
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医業収益 ７，２６３  

運営費負担金収益 ５７９  

補助金等収益 １７  

資産見返運営費負担金戻入 ０ 

資産見返補助金戻入 ２ 

資産見返物品受贈額戻入 ２ 

その他営業収益 ５ 

営業外収益 ２１５ 

運営費負担金収益 １６４  

その他営業外収益 ５１  

臨時利益 １５  

費用の部 ７，６０４  

営業費用 ７，３０２  

医業費用 ７，１４３  

給与費 ３，４９０  

材料費 １，４４０  

経費 １，６０２  

減価償却費  ５７８  

研究研修費  ３４  

一般管理費  １５９  

営業外費用 ３０１  

臨時損失 ０ 

純利益  ４９４  

目的積立金取崩額 ０ 

総利益  ４９４  

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  

 

３ 資金計画（平成２６年度） 

（単位  百万円）  

区 分 金 額 

資金収入 １１，５４２  
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業務活動による収入 ８，１１１  

診療業務による収入  ７，２７６  

運営費負担金による収入 ７４３  

その他の業務活動による収入 ９２  

投資活動による収入 ２ 

運営費負担金による収入 ２ 

その他の投資活動による収入 ０ 

財務活動による収入 ５３５  

長期借入れによる収入 ５３５  

その他の財務活動による収入 ０ 

前年度からの繰越金 ２，８９４  

資金支出 １１，５４２  

業務活動による支出 ６，９９０  

給与費支出  ３，６２３  

材料費支出  １，５５５  

その他の業務活動による支出 １，８１２  

投資活動による支出 ７９８  

有形固定資産の取得による支出 ７９８  

その他の投資活動による支出 ０ 

財務活動による支出 ６９５  

長期借入金の返済による支出 １９４  

移行前地方債償還債務の償還による支出 ４８９  

その他の財務活動による支出 １３  

次年度への繰越金 ３，０５９  

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  

 

第５ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

１，０００百万円とする。 

 

２ 想定される短期借入金の発生理由 
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予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費への対

応や賞与の支給等一時的な資金不足への対応を想定している。  

 

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときの計画  

      なし 

 

第７ 剰余金の使途 

計画期間中の毎事業年度の決算において剰余を生じた場合は、病院施

設・設備の整備・改修、医療機器等の購入、長期借入金の償還、人材確

保事業及び人材育成事業の充実に充てる。 

 

第８ その他 

１ 施設及び設備に関する計画（平成２６年度）  

施設及び設備の内容 予定額 財源  

病院施設・設備の整備 

 

総額５８５百万円  

 

自己資金及び大牟

田市長期借入金  

医療機器等の整備・更新 

 

総額２１３百万円  

 

自己資金  

（注）金額については見込みである。 

 

２ その他法人の業務運営に関する特に重要な事項  

(1) 保健医療情報等の提供 

・保健医療に関する専門的な知識を公開講座の実施やホームページ等

により情報発信し普及啓発活動を実施するとともに、診療の透明性

の確保を図るため、臨床指標を公表する。  


